
2024年7月23日

経済産業政策局 企業財務室

2023年度決算の概要（通期）

【利用上の注意事項】

対象企業は、東証プライム上場企業のうち次の条件を満たす企業とした（1,901社の68%）
〇 金融業、証券業及び保険業ではない企業
〇 決算期が12月期、２月期及び３月期の企業
〇 12カ月分のデータを公表している企業
〇 データの連続性を担保した企業（過去６箇年分）
〇 連結子会社ではない企業

期首から当該四半期までの収益実績
○ 12月期決算企業：1月～12月、2月期決算企業：3月～2月、3月期決算企業：4月～3月

日経ＮＥＥＤＳ（㈱日本経済新聞社）の企業財務データを基に集計。     
    
米国会計基準（ＳＥＣ基準）を適用している企業については、｢税引前当期純利益｣又は｢税金等調整前当期純利益｣を経常利益として計上して
いる。         
国際会計基準（ＩＦＲＳ）を適用している企業については、｢税引前利益｣を経常利益として計上している。  

 



18年度
(実績)

19年度
(実績)

20年度
(実績)

21年度
(実績)

22年度
(実績)

次期見通し

売上高 5.6% ▲ 1.5% ▲ 7.4% 13.0% 15.5% 3.8% 25.5% 2.8%

経常利益 3.0% ▲ 20.6% 4.6% 36.3% 4.0% 14.3% 69.4% ▲ 4.9%

○23年度通期決算概要(実績ベース、前年同期比)

23年度(実績)

※19年度比（コロナ前比）

※次期見通しは、業績予想未公表の社を除いた数値

１. 主な東証プライム上場企業の決算概要

○ 23年度実績（対前年同期比）は売上高が＋3.8％、経常利益が+14.3％となり、増収・増益。
19年度同期比は売上高が＋25.5％、経常利益が+69.4％となり、コロナ前より増収・増益。

○ 今期見通しは、売上高が2.8％、経常利益が▲4.9％の見込みとなり、増収・減益。23年度実績が円
安や価格改善などで大幅増益となった反動で、減益を予想する企業が多かったと考えられる。

※棒グラフは全業種 2
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製造業
18年度
(実績)

19年度
(実績)

20年度
(実績)

21年度
(実績)

22年度
(実績)

次期見通し

売上高 3.1% ▲ 2.8% ▲ 8.0% 14.6% 16.1% 6.1% 30.0% 2.6%

経常利益 ▲ 1.8% ▲ 25.7% 9.4% 55.6% ▲ 2.1% 15.6% 92.7% ▲ 3.4%

非製造業
18年度
(実績)

19年度
(実績)

20年度
(実績)

21年度
(実績)

22年度
(実績)

次期見通し

売上高 8.7% 0.0% ▲ 6.8% 11.1% 14.8% 1.1% 20.1% 3.0%

経常利益 9.4% ▲ 14.6% ▲ 0.4% 14.1% 13.4% 12.5% 45.1% ▲ 7.8%

○23年度通期決算概要(製造業、実績ベース、前年同期比)

23年度(実績)

※19年度比（コロナ前比）

※次期見通しは、業績予想未公表の社を除いた数値

○23年度通期決算概要(非製造業、実績ベース、前年同期比)

23年度(実績)

※19年度比（コロナ前比）

※次期見通しは、業績予想未公表の社を除いた数値

２.主な東証プライム上場企業の決算概要（製造・非製造）

○ 製造業の対前年同期比は売上高が＋6.1％、経常利益が15.6％となり、増収・増益。
    19年度同期比は売上高が＋30.0 ％、経常利益が＋92.7 ％となり、コロナ前より増収・増益。

 今期見通しは、売上高が＋2.6％、経常利益が▲3.4％の見込みとなり、増収・減益。
○ 非製造業の対前年同期比は売上高が＋1.1％、経常利益が＋12.5％となり、増収・増益。

19年度同期比は売上高＋20.1％、経常利益＋45.1％となり、コロナ前より増収・増益。
 今期見通しは、売上高が3.0％、経常利益が▲7.8％の見込みとなり、増収・減益。
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前年同期比 コロナ前比 前年同期比 コロナ前比 前年同期比 コロナ前比 前年同期比 コロナ前比

食料品 食料品 食料品 食料品 1 水産・農林業 水産・農林業 水産・農林業 水産・農林業 1

繊維製品 繊維製品 繊維製品 繊維製品 2 鉱業 鉱業 鉱業 鉱業 2

パルプ・紙 パルプ・紙 パルプ・紙 パルプ・紙 3 建設業 建設業 建設業 建設業 3

化学 化学 化学 化学 4 電気・ガス業 電気・ガス業 電気・ガス業 電気・ガス業 4

医薬品 医薬品 医薬品 医薬品 5 陸運業 陸運業 陸運業 陸運業 5

石油・石炭製品 石油・石炭製品 石油・石炭製品 石油・石炭製品 6 海運業 海運業 海運業 海運業 6

ゴム製品 ゴム製品 ゴム製品 ゴム製品 7 空運業 空運業 空運業 空運業 7

ガラス・土石製品 ガラス・土石製品 ガラス・土石製品 ガラス・土石製品 8 倉庫・運輸関連業 倉庫・運輸関連業 倉庫・運輸関連業 倉庫・運輸関連業 8

鉄鋼 鉄鋼 鉄鋼 鉄鋼 9 情報・通信業 情報・通信業 情報・通信業 情報・通信業 9

非鉄金属 非鉄金属 非鉄金属 非鉄金属 10 卸売業 卸売業 卸売業 卸売業 10

金属製品 金属製品 金属製品 金属製品 11 小売業 小売業 小売業 小売業 11

機械 機械 機械 機械 12 その他金融業 その他金融業 その他金融業 その他金融業 12

電気機器 電気機器 電気機器 電気機器 13 不動産業 不動産業 不動産業 不動産業 13

輸送用機器 輸送用機器 輸送用機器 輸送用機器 14 サービス業 サービス業 サービス業 サービス業 14

精密機器 精密機器 精密機器 精密機器 15

その他製品 その他製品 その他製品 その他製品 16

　　　　　　　　　　　※赤字は減収／減益を示す。

売上高

　　　　　　　　　　　※赤字は減収／減益を示す。

製

造

業

非

製

造

業

経常利益 経常利益売上高

３.主な東証プライム上場企業の業種別の収益動向

○ 製造業16業種の収益動向について、売上は14業種が増収（19年度比（コロナ前比）は全て増
収）。経常利益は10業種が増益（19年度比（コロナ前比）は14業種が増益）。

○ 非製造業14業種の収益動向について、売上は9業種が増収（19年度比（コロナ前比）は全て増
収）。経常利益は9業種が増益（19年度比（コロナ前比）は13業種が増益）。
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４.主な東証プライム上場企業の業績の見通し

○ 「増収」を予想する企業は79.6％（増収増益56.3％＋増収減益23.3％）となり、今年度実績
（67.3％：増収増益52.6％＋増収減益14.7％）を上回る予想。

○ 「増益」を予想する企業は60.7％（増収増益56.3％＋減収増益4.4％）となり、今年度実績
（60.2％：増収増益52.6％＋減収増益7.6％）を上回る予想。

○ 「減収減益」を予想する企業は10.5%となり、前年度実績を上回る見込み。「未公表」は
5.6％。
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５.主な東証プライム上場企業の想定為替レート（ＵＳドル・ユーロ）

○ USドルについては、145円を見込む企業が最も多く、次いで140円。平均は143.7円。
○ ユーロについては、155円を見込む企業が最も多く、次いで150円。平均は154.6円。
※ 想定為替レートを公表した対象企業を抽出（USドル:276社、ユーロ：113社、5/28時点）。

6

※破線は当四半期及び過去４四半期の平均値

131.5円
(23FY1Q)

138.8円
(23FY3Q)

143.7円
(23FY4Q)

147.2円
(23FY2Q)

140.5円
(23FY1Q)

138.9円
(22FY4Q)

149.2円
(23FY3Q)

154.6円
(23FY4Q)

130.3円
(22FY4Q)

137.3円
(23FY2Q)
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